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序
　生産者が製品の環境面の情報を消費者に伝達する方法として、環境ラベリングがある。
代表的な例は、エコマークや燃費基準達成車ステッカーである。平成 12年にグリーン購
入法が制定され、環境配慮製品が官公庁で優先的に購入されるようになった。この環境配
慮製品であることを証明するものとして、環境ラベルが一翼を担っている。環境省が行っ
たアンケート1）によると、グリーン購入について最も実施率が高い都道府県・政令市
（98.5％）が、製品購入の際に環境ラベリング制度を参考する割合は 89.6％で、他の選択
肢と比べて最も高い。
　本研究では、日本初の環境ラベルであるエコマーク、持続可能な森林管理を認証する
FSC認証、持続可能な漁業を認証するMSC認証の 3ラベルについて、その認証取得企業
の特徴を明らかにする。特に、環境ラベリングの認証取得を企業の経営戦略の一環とみな
し、ある企業が環境ラベリングを認証取得する一方で、取得しない企業が存在するのはな
ぜか、また、ある産業では認証取得が盛んであるのに対し、別の産業ではそうではないの
はなぜかを考察する。
1.　環境ラベルとエコマーク、FSC認証、MSC認証の概要
　1─1.　環境ラベルの基準・定義
　環境ラベルとは製品やサービスの環境面の情報を特定のマーク 等を通じて消費者に伝達
するものである。環境ラベルを付けることで、消費者が環境に配慮した商品を選択すると
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きの手助けになると期待されている。また、この手助けが広がっていくことで市場に新し
い力が加わり、企業活動や社会を環境配慮型に変える効果も同時に期待されているのであ
る。ドイツのブルー・エンジェル（1978年）に始まり、日本ではエコマーク（1989年）
が最初の環境ラベルとして登場した。各ラベルはそれぞれ独自の基準を持っており、その
基準を満たすとラベルの使用を許可される。資源採取から廃棄・リサイクルに至るまでの
ライフステージで、どこに着目するかも各ラベルによって様々である。
　1─2.　環境ラベル別の認知度
　以下では、本研究が考察の対象とする 3つの環境ラベル：エコマーク、FSC、MSCに
ついて説明する。説明に先立って、ここで簡単にこれら環境ラベルに対する消費者の認知
度について触れておきたい。
　2012年 12月に FSCジャパンが実施したインターネットアンケートによれば、エコマ
ーク、FSC、MSCのそれぞれの認知度は 88％、5％、2.3％である（回答者数 1,036人）。
また、エコマーク事務局が 2006年に行った調査2）によれば、商品購入の際エコマークの
有無を気にして購入しているかという質問に、553人中 229人（54.1％）が「気にしてい
る」と答え、254人（45.9％）が「気にしていない」と答えている。
　1─3.　エコマークについて
（1）認証について
　エコマークとは日本で最も代表的な環境ラベルの一つであり、様々な商品（製品および
サービス）の中で､ 生産から廃棄にわたるライフサイクル全体を通して環境への負荷が少
なく、環境保全に役立つと認められた商品につけられる環境ラベルである。このマークを
活用して、消費者が環境を意識した商品選択を行い、関係企業の環境改善努力を進めてい
くことにより、持続可能な社会の形成をはかっていくことを目的としている。また、エコ
マークの認定商品は非常に多岐にわたっており、最近では“モノ”だけにとどまらずホテ
ルやカーシェアリングなどの“サービス”にまで及んでいる。
（2）費用について
　エコマークは審査料（消費税込 21,000円3））とともに、別途に年間使用料がかかる。使
用料は売上高に比例したものであり、毎年売上高に応じて 1年分を一括して支払う。
　1─4.　FSC認証について
（1）認証について
　FSC認証機関である FSC（Forest Stewardship Council：森林管理協議会）は、世界中
の森林に対して、環境的に適切で、社会の便益を満たし、経済的に持続可能な管理を推進
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するために、1993年にカナダで創設された NGOである。現在本部はドイツのボンに置
かれている。
　認証の種類は三つあり、1つ目は FM（Forest Management）認証である。これは森林
管理についての認証であり、10の原則と 56の基準によって審査される。その内容は、た
だ森林だけを見て持続可能かどうかを判断するのではなく、社会的、経済的な観点も含ん
でいる。2013年 11月 22日現在、認証森林面積は世界 80ヶ国、1,235ヶ所、1億 8,710ha
である。
　2つ目は CoC（Chain-of-Custody）認証である。これは加工・流通段階において、FSC
木材に他の非認証木材が混入しないように管理されていることを保証すると共に、違法木
材が含まれていないことを証明する認証である。エコマークは商品にのみ付けられる環境
ラベルだが、FSC認証は木の伐採から最終製品になるまでのサプライチェーン内全ての
企業が FSC認証を取得しなければ、ラベリングすることができない。したがって、この
CoC認証は伐採された木材を消費者が手にするまでを繋ぐ認証である。2013年 11月 22
日現在、CoC認証は 27,168件である。
　3つ目は CW（Controlled Wood）認証である。これは管理木材に関する認証である。
FSCは紙や合板等において、FSCミックスを許可している。しかしミックスする非認証
材が違法伐採されたものであると、FSCの理念に反するだけではなく、FSC自体の価値
も低下させてしまうことになりかねない。そこで FSCはミックスする非認証材について
も「管理木材」として新たな基準を開発したのである。
（2）費用について
　審査料は FM認証、CoC認証によって異なる。ロゴマーク使用料はいずれも無料であ
る。以下に示す金額は FSCホームページによる 2013年 11月現在のものである。
　FM認証：対象とする森林の面積、位置、多様度さらに施業、認証形態あるいは事業体
の違いにより異なるが、1,000ha規模の日本の人工林では、おおよその認証審査費用は事
前調査を含めて 150～400万円程度である。この他に、毎年の年次監査費用が別途必要と
なり、年次監査費用は 50～100万円程度である。一度取得した認証は 5年間有効となる
が、5年を経てさらに認証を継続する場合は再審査が必要となる。再審査費用は 100～300
万円程度である。
　CoC認証：対象となる事業体の形態やグループ／マルチサイト認証などにより異なる
が、1件当たり、おおよそ 30～150万円程度である。また、毎年の年次監査費用が必要と
なり、年次監査費用はおおよそ 20～150万円。一度取得した認証は 5年間有効となるが、
5年を経てさらに認証を継続する場合は再審査が必要となる。その再審査費用は 20～150
万円程度である。
42
　1─5.　MSC認証について
（1）認証について
　MSC（Marine Stewardship Council）とは海洋管理協議会のことで、持続可能で適切に
管理された漁業を推奨する独立した非営利団体である。1997年、16世紀から続くタラの
世界三大漁場の一つとされてきたカナダ東部、大西洋グランドバンク海域の資源の枯渇を
きっかけとして設立された。現在は国際非営利団体（NPO）となって、漁獲資源の減少
から増加への転換、漁業者の生計維持、世界の海洋環境の保全などを目指している。本部
はロンドンで、そのほかに 16か国に事務所を持つ。
　MSC認証制度は漁業認証と CoC（Chain-of-Custody）認証の 2種類に分類され、最終パ
ッケージにMSC認証のマーク「海の環境ラベル」が表示されるまでのサプライチェーン
全域をカバーしている。漁業認証は、資源の持続可能性・漁業が生態系に与える影響・漁
業の管理システムというMSCの「持続可能な漁業のための 3原則」に合致する漁業に付
与される認証である。MSC漁業認証の審査対象となるものは、天然魚を獲る海面・内水
面漁業であり、養殖業は審査の対象外となる。増殖漁業4）についてはMSCの指針に合致
するものは審査の対象になる。漁業認証の有効期間は 5年間である。CoC認証は、流
通・加工等の過程でMSC漁業認証水産物が非認証水産物と混じることなく消費者に届く
ようにすることを目的とした認証である。漁獲直後の加工もしくは輸送の開始時点から、
消費者向け製品の最終パッケージにMSCラベルが表示される段階までの、当該水産物の
所有権を持つすべての企業・組織が CoC認証をとる必要がある。その結果として、製品
のトレーサビリティが確保できる。
（2）審査料と使用料
　MSC認証では環境ラベルの使用者から審査料は取っていない。MSCの資金源の半分は
支援、つまり賛同組織などからの寄付で、残り半分がラベルの使用料となっている。年間
商標使用料は、ライセンシーが販売する消費者向け及び非消費者向けのMSCラベル付き
製品の売上に基づいて計算される。売上高の約 1％の割合で、エコマーク同様に比例的に
増えていく。
2.　環境ラベリングと企業
　2─1.　エコマークを積極的に取り入れている企業及び産業
　まず、商品数と企業数の関係性を調べる。図 1はその散布図を描いたものである。「商
品数／企業数」を対数表示させたものであるが、45度線に近似している白の点で識別し
た一企業当たりエコマーク商品数の少ない商品類型グループと、黒い点で識別した一企業
当たりの商品数が多いグループに分かれた。
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　そこで、「商品数／企業数」の値の大きいものと小さいものに注目する。まずは「商品
数／企業数」の値が 10以上のものについて考察する。すなわち、一企業が多くのエコマ
ーク商品を提供している産業（商品類型）である。これらは表 1に示されている。
　この表に見られるように、上位の商品は電化製品がほとんどである。これらの商品の認
定理由は「省エネ設計」「省電力設計」「3R設計」のどれかがほとんどである。例外とし
表 1　一企業あたりエコマーク商品数の多い商品類型
商品類型 商品数 企業数 （商品数／企業数）の値
複写機 272 11 24.73
テレビ 37 2 18.5
インクカートリッジ 184 10 18.4
プロジェクタ 85 5 17
トナーカートリッジ 278 18 15.44
BD/DVDレコーダー・プレーヤー 29 2 14.5
印刷用紙 20 2 10
注：エコマーク事務局『商品検索』より作成
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図 1　商品数と企業数の関係
注：エコマーク事務局『商品の認定基準』より作成
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て、トナーカードリッジに関しては「再生カートリッジであること」、印刷用紙に関して
は「古紙パルプの使用」という理由で登録されていた。印刷用紙を除く、これらの商品に
共通する特徴は、オプション機能の有無によって商品バラエティが大きいことである（ト
ナーカートリッジはその派生的な商品として商品バラエティが大きい）。このため 1つの
技術（例えば省エネ設計）を採用する数多くの商品が存在する。印刷用紙に関しては、同
一原料（古紙パルプ）から多くの質の用紙をつくることができることによるものと考えら
れる。これらはグリーン購入法の対象となるため、エコマークへ積極的に参加していると
いえる。なお、一企業当たりのエコマーク商品の少ない商品類型については、ここでは割
愛する。
　以上の分析からわかったことを以下に述べる。第 1に、「商品数／企業数」の値が大き
い類型の認定理由は製品設計に関わるものが多い。その理由は企業ごとの知的財産権や特
許の存在が挙げられる。他社でやっている事業を安易に行うことが出来ないために、商品
の数に対して企業数が少なくなっていると推測できる。それに対して、企業数・商品数が
ともに多い類型や「商品数／企業数」の値が小さい類型の認定理由は、資源の再利用や有
害物質の減量に関するものが多い。第 2に製品の生産活動にどんな原料を使うかに関して
は特許や知的財産権の範疇を超えているので、容易に他社で行っている活動を真似ること
ができるために様々な企業の商品が認定されているのだと考えられる。
　2─2.　FSCを積極的に取り入れている企業及び産業
　FSCには FM、CoC、CW認証合わせ、1,172事業者が参加している（FSCジャパン
2013年 5月 31日現在）。次ページの表 2は、認証別業種別の事業体数を見たものである。
　FM/CoC認証は森林管理に関する認証なので、林業関係の業種が多くなる。一番多い
のは森林組合である。これは FSC認証を取得することにより、森林組合の信用が保証さ
れ、森林所有者からの施業委託を受けやすくなるためであると考えられる。さらに、管理
する森林が増えると、コストダウンが期待でき、林道配置も最適化できるという利点もあ
る。
　次に多いのは自治体である。FSCは持続可能な森林を認証するもので、税金によって
成り立っている自治体の林業に対する理解を得やすくするためと考えられる。また地域の
木材を FSC認証材として宣伝することで、市民の地元の森林に対する意識を高めること
ができる。
　CoC/CW認証は管理木材についての認証だが、FSCミックスのための認証でもある。
FSCミックスとは FSC認証材と管理木材をミックスして作られる紙などに付けられるラ
ベルである。また、印刷物も FSC認証紙と管理木材紙から作る場合がある。後述するが、
CoC/CW認証よりも下流にある CoC認証では印刷業が半分近く占めている。印刷業に管
 45環境ラベリングと企業行動
理木材紙を供給するため紙卸が CoC/CW認証で一番多くなっている。商社も紙卸と同じ
く流通業であるため、同じ理由で事業者の数が多くなっている。製材は管理木材そのもの
を扱うため、製紙は FSCミックス紙をつくるため、それぞれ事業者の数が多い。
　CoC認証はサプライチェーンの中で前述の二つに比べ下流にあり、消費者に近い認証
である。FSCのラベルを印刷するためには印刷業も FSC認証を取らなければならないた
め、印刷業が CoC認証事業者数の半分近くを占めている。印刷業に紙を供給する紙卸も
この CoC認証を多くの事業者が取得している。製材業は家具製造や建設などからの需要
が大きいため、三番目に多くなっている。四番目に多い製造業は内訳がかなり細かく、家
具、園芸用品からマッチやコーヒーフィルターまでと幅広い。最終製品を作るところで、
バラエティも豊富なため事業者が多い。
　産業内でどのような企業が FSC認証を取得しているかを検討すると、いくつか興味深
い事実がわかる。製紙会社では業界三位のレンゴーを除き上位 6社が FSC認証を取得し
表 2　FSC認証事業体
FM/CoC 社数 ％ CoC 社数 ％
森林組合 11 31.4 印刷 473 47.3
自治体 7 20 紙卸 163 16.3
林業 5 14.3 製材 112 11.2
製紙 2 5.7 製造 77 7.7
電力 2 5.7 木材卸 35 3.5
飲料 1 2.9 木材加工 35 3.5
公益社団法人 1 2.9 建設 22 2.2
山林事業 1 2.9 紙加工 21 2.1
自動車製造 1 2.9 販売 18 1.8
宗教団体 1 2.9 製紙 18 1.8
商社 1 2.9 商社 7 0.7
製材 1 2.9 製本 5 0.5
林材業振興協議会 1 2.9 広告 4 0.4
CoC/CW 社数 ％ 森林組合 4 0.4
紙卸 58 42.6 出版 2 0.2
製材 24 17.6 林業 2 0.2
商社 21 15.4 繊維 1 0.1
製紙 20 14.7 農業協同組合 1 0.1
印刷 4 2.9 木材市場 1 0.1
紙加工 3 2.2
木材卸 3 2.2
木製品製造 2 1.5
住宅 1 0.7
資料：FSCジャパンHP（http://www.forsta.or.jp/fsc/）。一部修整している。
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ているが、レンゴーは FSC認証取得企業が非常に少ない板紙、段ボールに特化した企業
である。更に製紙業界の中でも取り組みには差があり、王子製紙は印刷用紙以外にも、テ
ィッシュやトイレットペーパーといった製品にも FSCをラベリングしている。生産拠点
である五つの工場も全て CoC/CW認証を取得し、子会社も数多く FSC認証を取得してい
る。それに比べ、大王製紙の場合 CoC認証は取得しているものの、他の製紙会社が取得
している CoC/CW認証は取得していない。
　鉛筆メーカーではトンボ鉛筆が以前より発売していた「木物語」（エコマーク認定）に、
FSC認証材を使用した「森林認証鉛筆　木物語」を加え、新たなシリーズとして発売し
た。鉛筆業界は三菱鉛筆とトンボ鉛筆二社で市場をほぼ占められている。三菱鉛筆も同様
にエコマーク認定の鉛筆は発売しているが、FSCの認証取得にはまだ至っていない。
　2─3.　MSCを積極的に取り入れている企業及び産業
　MSC漁業認証・CoC認証に関わりのある企業や業界は、漁業者、輸入業者、卸売業
者、加工業者、流通業者、小売業者、レストランである。
　2009年現在、世界の天然サーモン漁獲量の 42％、世界の主要白身魚（マダラ、スケソ
ウダラ、ヘイク等）の漁獲量の 40％、世界のロブスター漁獲量の 18％が、MSC認証漁業
による漁獲とされている。
　MSC認証制度は世界的に広まってきており、2013年 5月 15日現在、MSC認証漁業は
全世界で 201漁業、「海の環境ラベル」付き製品数は 2万品目を超える。世界の 11％以上
の食用向け天然魚漁獲漁業（1,000万トン近くの水産物）が認証制度に関与している。ま
た、CoC認証取得企業数は 2007年ごろから急速に増え始めて 2012年 12月末現在で
2,216社にも上る。しかし、その一方で、日本での取り組みは遅れており、MSC認証漁業
が 3漁業、「海の環境ラベル」付き製品数は約 200品目である。CoC認証取得企業数も 56
社にとどまっている。以下では、まず海外の状況を述べ、それから日本の状況を述べる。
　2013年 7月末現在、国別ラベル付き製品数はドイツ、オランダ、イギリス、スウェー
デン、アメリカ、フランス、オーストリアの順になっている。特にドイツにMSC認証製
品が多く、世界中のMSCラベル付き製品の約 4分の 1にもなる。このように欧米の先進
諸国で取り組みが進んでいることが分かる。また、MSC認証を取り入れている企業数も
欧米がやはり多い。
　欧米における主なマーケット動向として、アメリカの世界最大スーパーマーケットであ
るWALMARTは水産物の供給源をMSCあるいはそれと同等の認証取得漁業に限定して
いる。また、カナダの最大手スーパーマーケットである Loblawは 2013年末までにすべ
て持続可能な水産物に切替える方針を採っている。ヨーロッパではドイツを始めとする国
が小売業界でMSC認証商品を多く取り扱っている。またスーパーマーケット等の小売業
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以外にも、外食関連のMcDonald’sは欧米でのフィレオフィッシュにMSC環境ラベルを
表示する取り組みを推進している。また、KLMオランダ航空は機内食にMSC認証水産
物を使用している。給食サービスでもイギリス、オーストリア、ドイツなどでMSC認証
水産物を提供している。MSCラベル付き製品数が多い国では、外食や給食サービスでも
MSCラベルを目にする機会が多いことが分かる。
　次に日本の状況をみる。日本での CoC認証取得企業数は 56社であり、水産関連企業大
手は、ほとんどが CoC認証を取得している。小売業では、流通企業グループ最大手であ
るイオンが 2006年 11月から 10製品、日本生協連が 2007年 10月から 17製品を、それぞ
れMSCラベル付き商品の販売を開始し、サケ類やたらこ・明太子などを取り扱ってい
る。その他の西友、ダイエー、イズミ、CGCグループなどの大手小売、さらに地方の中
堅食品スーパー、百貨店でも販売開始するところが増加している。
　以上のように、日本でのMSC認証の普及と認知は進んでいないものの、関連業種の大
手が等しく認証を取得することや、MSCラベル付き製品の扱いを拡大する傾向がある点
では欧米に準じている。つまり日本は欧米と比べて特殊ではなく、単に普及と認知が遅れ
ているのであり、やがては欧米と同様の状況になることが予想される。
3.　理論分析
　3─1.　企業の経営戦略としての環境ラベル
　以上、エコマーク、FSC認証、MSC認証の 3つの環境ラベルを取り上げて、それらの
環境ラベルを取り入れている企業やその企業が属する産業についてみてきた。そこで検出
されたパターンは、大きく 2つある。（a）その産業に属する主要企業のほとんどが環境ラ
ベリングを採用している場合と、（b）一部の企業のみが環境ラベルを採用しているケー
スである。
　前者の例は世界におけるMSC等である。一方、後者の例は鉛筆業界のエコマーク等で
ある。後者に関しては関連する特許を有しているかそうでないかということが関係してい
るものもある（例えばテレビ）。そうした特許をもたない企業にとっては、環境ラベル採
用のコストには研究開発投資が含まれることになり、それが多大にのぼるならば、環境ラ
ベルの採用をあきらめるだろう。一方、そうした環境ラベル採用のコストについて企業間
でそれほど違いがなさそうにみえるにもかかわらず、一部企業のみが環境ラベルを採用し
ているケースもある。このようなケースはどのように説明できるだろうか。
　環境ラベルの採用は、企業の経営戦略の一環として行われているはずである。そうする
と企業の合理的選択として、（a）と（b）のパターンが生じると考えられる。そこで、本
節では、利潤極大化を目指す 2企業が環境ラベルを採用するか否かを決定しようとしてい
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る状況を、複占産業におけるゲームとしてモデル化し、以上のような 2つのパターンが生
じる理由を考察することにする。
　3─2.　モデル
　2企業 i＝1, 2からなる産業を考える。その生産物販売量を q1, q2とする。また環境努
力・広報の程度を a1, a2（ともに実数）で表わす。環境ラベリングはこの環境努力・広報
活動の一環であり、たとえば三菱鉛筆を企業 1、トンボ鉛筆を企業 2とすると、トンボ鉛
筆はエコマークだけでなく FSC認証も取得しているので、a1＜a2と表わされる。
　環境努力・広報活動のコストを c Fi ai＋c Vi aiqiで表わすことにする。このコストのうち cF
は販売量と独立のものであり、cVは販売量に比例する部分である。本研究で取り上げた
環境ラベリングについて考えると、FSCの場合は認証取得時に費用がかかるものの商品
販売に対しては FSCにライセンス料を支払わないので、c Vi＝0である。MSCの場合、認
証取得費用はとられない一方、商品販売ごとに認証使用量をMSCに支払う必要がある。
その金額は売上高にほぼ比例しているので、c Fi㲔0、c Vi≠0である。エコマークの場合も
MSCに準じる。注意として、環境努力・広報活動のコストは認証のために要求されるも
のに限られない。環境 R&Dや環境基準を満たすために各企業が独自に支払う部分もあ
る。
　環境努力・広報活動によって製品 1単位に対する環境プレミアム（販売価格上昇分）が
次の式で表わされるとする。
 R（ai, aj）＝－
1
2
a（ai）2－baiaj＋rai　　a, b, r＞0,　a＞b
すなわち上式は企業 iが aiを選び、企業 jが ajを選んだ時の企業 iの環境プレミアムを
表わしている。もし環境ラベリングを採用しなければ、ai＝0なので R（0, aj）＝0となる。
　環境ラベリングを採用することで得られる利潤増加分 pi（企業 i）は、
 pi＝R（ai, aj）qi－（c Fi ai＋c Vi aiqi）
と表せる。
　次に環境ラベリングに関する利潤最大化問題について考える。販売量 1単位当たり利潤
 R（ai, aj）－（c Fi /qi＋c Vi）ai
をライバル企業（企業 j）の環境ラベリングを知った上で、最大化する。
 （1）Ai≡c Fi /qi＋c Vi
とすると、企業 iの問題は次のように書ける5）。
 （2）maxai 0（－ 12 a（ai）2－baiaj＋rai）－Aiai
　次にライバル企業の環境努力・広報 ajを固定し、自社の aiを最適化する。（2）の目的
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関数を aiで微分して、0とおいた、
 （3）－aai－baj＋r－Ai＝0
が利潤を最大にする aiである。
　（3）を aiについて解くと、
 （4）ai＝－
b
a
aj＋
r－Ai
a
あるいは、
 a1＝－（b/a）a2＋（r－A1）/a
 （4’）a2＝－（b/a）a1＋（r－A2）/a
となる。これは ajの関数で、aj－ai平面上のグラフとしては、傾き－b/a、切片（r－Ai）/
aの直線となる。ただし、ai 0, aj 0で制限される。
　（4）から第 1に分かることは、もし r－Ai 0ならば ai 0。したがって、企業 iは環境
努力・広報をしないことである。（1）より、この条件は、
 （5）r
c Fi
qi
aj＋c Vi
と書ける。環境配慮製品の開発に多大な投資が必要（c Fi≫0）であるとか、製品の販売量
が少ない（qi 㲔 0）とか、あるいは環境配慮製品への消費者の評価が相対的に環境努力・
広報の限界費用 c Viに対して低い（r－c Vi 0）などの場合には、このような状況が生じる。
　次に企業 1は r－A1＞0を満たしているとして、（4’）で与えられるグラフを書くと次ペ
ージの図 2になる。
　ここで①、②、③は企業 2の（4）（グラフとして表現したものは反応曲線と呼ばれる）
を表しており、r－A2がより大きくなる順番に番号が振られている。
　②や③のケースでは、2つの直線の交点が a1＞0, a2＞0の領域に存在する。この交点
a1, a2の組合せは両方の企業にとって最適なので、その組合せを選択し続ける。つまり、
交点はナッシュ均衡である。ナッシュ均衡（a＊1 , a＊2）は 2つの企業が選択する環境努力・
広報活動のペアとみなせる。
　①のケースでは、ナッシュ均衡は（ r－A1a , 0）で与えられる。それに対して②と③では、
ともに環境努力・広報が正となるナッシュ均衡が存在する。①、②、③の違いは切片がよ
り大きくなっていることであり、つまり A2が次第に小さくなっていることである。環境
努力・広報のコストが低下するのに従って、その企業の均衡環境努力・広報は増加する、
と同時にライバル企業の均衡環境努力・広報は低下する。
　もし企業 2のコストが企業 1と同じ（A2＝A1）ならば、（4’）は
 a1＝－（b/a）a2＋（r－A2）/a
 a2＝－（b/a）a1＋（r－A2）/a
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と書けて、そのナッシュ均衡は
 a＊1＝a＊2＝
r－A2
a
. 
1
1＋（b/a）
＝
r－A2
a＋b
となる。つまり、2つの企業は環境努力・広報について同じ行動を取る（図では③のケー
ス）。
　以上の観察から次のことが言える。r－Aj＞0として、
（1）r－Ai 0ならば、a＊i＝0。ナッシュ均衡は（a＊i , a＊j）＝（0, r－Aja ）
（2）Aiが次第に低下すると、最初は（1）と同じだが、やがて（a＊i , a＊j）＞0となるナッシ
ュ均衡に変わる。ただし、a＊i＜a＊j。また、Ai↓で a＊i↑、a＊j↓が生じる。
（3）Ai＝Ajとなった段階で、a＊i＝a＊jとなる。このような均衡は対称均衡と呼ばれる。
（4）Ai＜Ajとなると、a＊i＞a＊jとなる。つまり、Aで表されたコストが小さい方が、より
多くの環境努力・広報を行う。
　3─3.　考察
　以上の理論的結果から、これまでに調べてきた環境ラベルに対する各企業の行動を説明
してみよう。
　MSC認証は日本での普及はまだ進んでいないが、欧米では関連業種に限らず、スーパ
ーマーケットでもほとんど取得されている。これは、（3）のケースに対応する状況であ
図 2　反応曲線とナッシュ均衡
①
② ③
α2
45°
企業 2の（4）（反応曲線）
企業 1の（4）
α1
0
 51環境ラベリングと企業行動
る。（3）の対称均衡は、各企業のコスト Aiが等しいときに生じる6）。実際、MSCの認証
費用は、cF 㲔 0であり、cVは売上に比例するため、小売業がMSC認証を使用する（MSC
認証商品を売る）場合の商品の限界環境費用がどこでも同じになるからである。また、こ
のことから日本もやがて認知度が上がれば、欧米と同じような状況になることを予測でき
る。
　MSCと同様に対称均衡とみなされるケースは、エコマークにおける文房具である。こ
れらはリサイクル原料をもちいた製品であり、特別な技術は必要とされない。原料は市場
で調達され、またエコマーク使用の限界環境費用は販売量に関わらず一定である。
　一方、非対称均衡の例として、テレビがある。テレビはシャープとパナソニックしかエ
コマークを取得していない。その大きな理由に固定費用 cFが、特許のため膨大であるこ
とが挙げられる。すなわちエコマークの認証取得のためには特別な研究開発投資が必要で
あり、cFの部分に企業間で大きな違いがあるためと推察される。そこで、シャープ、パ
ナソニックと競合他社の省エネに関する特許数について比較を行ってみた。エコマークの
テレビ認定基準の制定が 2013年なので、5年の幅を取り、2008年からの特許を調べた。
結果は表 3の通りである。
　このように特許がエコマークを取得する者と、取得しない企業を分けるのである。日立
が 1つ省エネに関する特許を取っているので、今後エコマークを取得する可能性があるこ
ともこの結果は示唆している。
　なお、同じ家電でも複写機やプリンタは状況が異なっている。これらはエコマークを取
得するために必要な技術が比較的安価で手に入るためではないかと推察される。ただし、
ここではその実態を調べることはできなかった。
　理論が説明できないケースも存在する。その例が製紙業界である。製紙業界もほとんど
の企業が FSC認証を取得しているので、（3）の対称均衡のケースが対応する。しかし、
FSC認証は、MSC認証等とは異なり、認証取得使用にあたって可変費用はなく固定費用
cFだけがコストとなる。そうすると売上の違いにより商品の限界環境費用 Aiが企業間で
企業 特許数
シャープ 3
パナソニック 2
ソニー 0
東芝 0
日立 1
表 3　 テレビメーカーと省エネに関する特許数
（2008 年以降）
資料：特許電子図書館（http://www.ipdl.inpit.go.jp/homepg.ipdl）
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異なってくる。実際、FSC取得企業の売上には開きがあり、このため（3）のモデルでは
説明することはできない。
　何故このようなことが起こるかというと、FSC認証はサプライチェーン全体で取得す
る必要があるからである。例えば、FSC認証紙ではない紙を下流の FSC認証業者が使用
しても、それは FSCマークを付けることはできない。このように製紙業界における FSC
認証とはサプライチェーン下流からの需要が大きい。サプライチェーンはここでのモデル
では考慮されていないため、このようなケースを説明できないのである。
　最後に理論での説明が微妙な例として鉛筆業界における FSC認証取得を取り上げる。
鉛筆メーカーは 10社ほどあるが、三菱鉛筆とトンボ鉛筆の 2社でほぼ複占状態となって
いる。これら寡占 2社は、前者がエコマークのみを取得しているのに対して後者は FSC
認証も取得している。2社は鉛筆売上高も拮抗しているため、FSC認証に必要とされる固
定費用では、その認証取得の有無を説明することはできない。しかし、両社の HPを閲覧
すると、環境に対する取組の違いが顕著である。すなわち、トンボ鉛筆にはトップページ
に「環境」のリンクがあるのに対して、三菱鉛筆にはトップページに「環境」はなく、そ
こで検索窓に「環境」を入れると、商品情報＞エコロジー商品がヒットするに過ぎない。
また、トンボ鉛筆は 2010年から環境報告書を発行しているが、三菱鉛筆は CSR報告書や
環境報告書を発行していない。さらにトンボ鉛筆には品質・環境管理部があるが、三菱鉛
筆には部レベルで環境関連組織はない。このことから、すでに環境関連活動のための組織
が存在するトンボ鉛筆に比べて、それが存在しない三菱鉛筆は FSC認証取得のためによ
り多くの内部コストが必要であり、そのため両社の行動が異なっているという説明を考え
ることができる。ただしその検証は本研究ではできなかった。
終わりに
　企業がなぜ環境ラベルを認証取得するかについて理解し、環境ラベルをいかに普及させ
るかを考えるためには、さまざまな観点に留意する必要がある。第 1に商品の特性があ
る。これは原料が「エコ」なのか、製造技術が「エコ」なのか、あるいは需要先がグリー
ン購入のように「エコ」を求めているのか、といったことである。第 2に環境ラベルの認
証取得と使用に関する料金体系がある。これが固定費用（販売量が増えれば単位費用は減
少する）と可変費用（販売量に関わらず一定）をどのように組み合わせているのか、であ
る。また、その商品をめぐって市場環境は独占なのか、寡占なのか、競争的なのか、ある
いは独占的競争の状態にあるのかといったことも重要である。本研究では、実際にどのよ
うな商品がどのような企業によって環境ラベルが認証取得されているのか、その現状を調
べた。さらにその現状を理解するために、環境努力・広報活動が商品に環境プレミアムを
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与えることを仮定した複占モデルを分析した。その結果、環境努力・広報活動に関わる費
用の違いが、企業の環境ラベル取得状況を（部分的ではあるが）説明できることがわかっ
た。
注
 1）　環境省：地方公共団体のグリーン購入に関するアンケート調査（2013年 6月）
 2）　エコマーク事務局：第 4回エコマーク商品の消費者モニタリング調査および認知度・信頼性調査
報告書（2006年 3月）
 3）　2013年 11月現在。
 4）　魚類資源を増殖させながら漁業すること。
 5）　これは Farzin and Akao （2013）のモデルと同じものである。以下の導出の詳細は同論文を参照の
こと。
 6）　モデルは 2企業だが、各企業のコストが等しい場合にはここでの結果は任意の数の企業で成立す
る。すなわち、そのコストが小さいならば、すべての企業が等しい環境努力・広報を行う対称ナッシ
ュ均衡が存在する。
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